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 国民の生命・財産を守る防災の推進には、国、地方公
共団体、企業・団体など、多様な関係者が連携して取り
組むことが重要です。 
そのため、内閣総理大臣をはじめとする全大臣や公共

機関の代表者等で構成し、災害対策基本法に基づき設置
されている「中央防災会議」において、次のような方針
や計画などの策定等を行っています。 
・防災基本計画の作成及びその実施の推進 
・内閣総理大臣・防災担当大臣の諮問に応じての防災に
関する重要事項の審議（防災の基本方針、防災に関す
る施策の総合調整、災害緊急事態の布告等）等 

・防災に関する重要事項に関し、内閣総理大臣及び防災
担当大臣への意見の具申 

 災害発生時の対応 
災害発生時には、関係機関が緊密に連携して被害情報

を迅速に把握するとともに、人命第一の災害応急対策や
インフラ・ライフラインの復旧に取り組みます。 
・政府の災害対策本部の設置及び会議の開催 
・内閣府調査チーム等による現地情報の収集及び被災地
方公共団体が行う災害対応に関する支援 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和４年台風第 14号特定災害対策本部会議の様子 

 
 
 
 
 
      
 
 
 
 
 
 

現場視察の様子（新潟県）  Cabinet Office 

政策統括官 
（防災担当） 

 我が国は、その厳しい自然条件から、各

地で多くの自然災害が発生していま

す。自然災害から国民の生命、身体、財

産を守るため、関係省庁と緊密に連携

を図りつつ、災害の予防、応急、復旧・

復興対策に努め、災害に強い国づくり

を推進します。 

災害対策の総合的な推進 
～災害対応、被災者支援、啓発、調査検討、訓練など 

 
防災に取り組む体制 
 

参事官（総括担当） 

参事官（普及啓発・連携担当） 

参事官（調査・企画担当） 

参事官（災害緊急事態対処担当） 

参事官（防災計画担当） 

参事官（地方・訓練担当） 

参事官（防災デジタル・物資支援担当） 

参事官（避難生活担当） 

参事官（被災者生活再建担当） 

参事官（復旧・復興担当） 
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● 被災者支援 
災害で被災された方々を支援する制度を担っています。 

・災害救助法に基づく避難所の供与、仮設住宅の提供、 
 食品や飲料水、生活必需品の提供等 
・被災者生活再建支援法に基づく支援金の支給 など 

 
令和４年８月３日からの大雨災害における応急仮設住宅 

（写真：新潟県提供） 
 

 教育・啓発活動 
・国民一人一人の防災意識を高め、日頃から具体的な行
動を実践いただく国民運動を積極的に展開 

・災害ボランティア活動の環境整備 
・地区防災計画の策定促進、企業の事業継続計画の策定
促進 など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第８回防災推進国民会議の様子 
 

● 国際防災協力の推進 
防災先進国として国際防災協力を推進しています。 

・第３回国連防災世界会議で採択された「仙台防災枠組
2015-2030」の各国における着実な実施に貢献 

・アジア防災会議といった国際会議に出席 
・「防災技術の海外展開に向けた官民連絡会」を設立し
日本の防災技術やノウハウを海外に発信 など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アジア防災会議 2022の様子 
 

● 人材育成・防災訓練 
・国や地方公共団体等の職員を対象に、防災スペシャリ
スト養成研修を実施 

・大規模地震を想定した政府の災害対応訓練 
・地域住民を対象とした地震・津波防災訓練 など 

● 地震・津波・火山・大規模水害等の防災・減災対策
の推進 
大規模災害に備えるため、様々な調査、政策検討、計

画作成などに取り組んでいます。 
・南海トラフ地震や首都直下地震、日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震、中部圏・近畿圏直下地震対策の推進 

・津波避難施設の整備促進など、津波避難対策の推進 
・避難計画や避難確保計画の作成促進など、火山防災対
策の推進 

・近年の豪雨災害を踏まえた避難対策の強化 など       

想定される大規模地震 
 

● 北海道・三陸沖後発地震注意情報 
日本海溝・千島海溝沿いでは、規模の大きな地震が発

生した後、続いて大規模地震が発生した事例が確認され
ていることから、後発地震への注意を促す情報として「北
海道・三陸沖後発地震注意情報」の運用を開始。 

 

 
北海道・三陸沖後発地震注意情報の概要 

 
● 防災分野における個人情報の取扱い 
 地方公共団体の災害業務における個人情報の適正な取
扱いの判断に資するため、「防災分野における個人情報の
取扱いに関する指針」を策定しました。 
・指針記載の事例は、河川カメラを活用した避難誘導や
安否不明者の氏名等公表 など 
 

最近のトピック～ 
・北海道・三陸沖後発地震注意情報 
・防災分野における個人情報の取扱い 
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